２００９年１０月７日
厚生労働大臣　長妻　昭　 殿
全国労働組合総連合　
議長　大黒　作治
雇用問題の対策強化を求める要請
　新政権の発足以降、生活保護の母子加算の復活や後期高齢者医療制度の廃止、障害者自立支援法の廃止を表明されるなど、総選挙に示された国民の切実な要求を実現する方向で動き出されていることに敬意を表します。

　雇用情勢は深刻であり、私どもの労働相談にも相談が殺到しています。各地の炊き出しには昨年の2～3倍の行列ができるなど、失業が長期化する下で深刻な事態が出来しており、対策の強化が緊急の課題です。
　新政権におかれても雇用対策を検討中と聞き及んでいますが、下記のとおり、総合的な対策の強化と推進を強く要請いたします。
記

１．雇用破壊に歯止めをかけるため、経営者団体・大企業等に雇用の維持を求めるとともに、労働者派遣法の改正など雇用の安定をはかる施策を実施すること。
（１）　雇用破壊の最大の原因となっている労働者派遣法については、「臨時・一時的な業務に限定し、常用雇用の代替にしてはならない」という原則に立ち返って、早期に抜本改正をおこなうこと。
（２）　期間制限違反など違法派遣・偽装請負については、現状においても派遣先企業に直接常用雇用を強く指導するなど、違法状態を根絶する対策と雇用を守る措置をおこなうこと。

（３）　経営者団体・大企業に対して、派遣切りや解雇等をおこなわず、社会的責任を果たすよう直接指導をおこなうこと。財政支援や融資制度の拡充、返済猶予制度など、深刻化する中小企業への支援を強化すること。

（４）　有期労働契約への規制を強め、常用雇用を基本とした良質で安定した雇用を実現する対策をすすめること。前政権から継続している「有期労働契約研究会」「個人請負型就業者に関する研究会」については規制を強化し、安定した雇用を実現する方向で早期に論議をすすめること。
２．失業者・求職者への支援と対策を抜本的に強化すること。

（１）　雇用保険法を改正して、すべての失業者を対象とした失業給付制度とすること。失業給付の給付期間の延長、給付額の引き上げを緊急におこなうこと。
（２）　「緊急人材育成･就職支援基金」「訓練･生活支援給付」については、その内容を大幅に見直し、確実に就労につながる訓練内容とするとともに、貸し付けではなく、給付を基本とした制度に改めること。
（３）　職業訓練制度を抜本的に拡充するとともに、地域の雇用実態等にあった内容にあらためること。ハローワークの体制を強化し、失業者支援を抜本的に強化すること。安定した公的就労の場の確保など、政府の責任で雇用を拡大すること。
（４）　仕事と住まいを失った失業者・野宿者に対する支援策を抜本的に強化すること。派遣切り等をおこなった大企業や地方公共団体等に協力を求め、国の責任において住居を確保し、すべての住居喪失者に住まいを提供すること。炊き出し等をおこなっている民間団体への資金援助や場所の提供などをおこなうこと。
（５）　生活保護制度の正しい運用を徹底し、生活困窮者の最後のセーフティネットとして機能の拡充をはかること。悪質な無料定額宿泊所を一掃すること。
３．ワーキングプアをなくし、まともに生活できる雇用と賃金を実現すること。

（１）　全国一律で、すべての働く者の賃金を時給1,000円以上に引き上げるため、必要な措置を早期に講ずること。
（２）　大企業等による下請けいじめを止めさせる法的措置をおこなうとともに、中小企業への支援を抜本的に強化すること。賃金・雇用を悪化させる過当競争を規制する措置を講ずること。
（３）　公契約法を制定し、公契約約分野に従事する労働者にまともな賃金・労働条件を保障する適切な単価設定がおこなわれるよう措置すること。

４．社会保障制度を充実させるとともに、「貧困と格差」を固定化・世襲化させない対策を総合的に強化すること。

（１）　医療・介護保険などへの国庫負担を大幅に引き上げ、保険料と窓口負担を軽減すること。無保険者をなくすとともに、低所得者などへの減免制度を抜本的に拡充すること。新型インフルエンザ対策も考慮して、正規の保険証をすべての国民に交付し、経済的理由から医療から排除される事態をなくすこと。
（２）　後期高齢者医療制度と障害者自立支援法を無条件に即時廃止すること。綻びのめだつ医療・介護体制の再整備・充実をはかるため、国の財政支出を大幅に増やすこと。
（３）　生活保護の母子加算と老齢加算を元に戻すこと。

（４）　最低保障年金制度を創設し、高齢者等の生活の安心を確保すること。
（５）　深刻化する「子ども貧困」を解消し、健やかな成長を図るため、厚生労働省としても、教育予算の拡充と教育費負担の軽減・無償化、給付制を基本とした奨学金制度の充実など、就学援助制度の拡充を働きかけること。

以　上
